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諮問日：平成２９年４月７日（平成２９年度（最情）諮問第２号） 

答申日：平成２９年７月２４日（平成２９年度（最情）答申第２１号） 

件 名：職員採用試験得点度数分布表の一部開示の判断に関する件（文書の特定） 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

 「裁判所職員採用試験における得点分布が分かる文書（平成２８年度）」

（以下「本件開示申出文書」という。）の開示の申出に対し，最高裁判所事務

総長が，別紙記載の各文書（以下「本件各対象文書」という。）を対象文書と

して特定し，その一部を不開示とした判断（以下「原判断」という。）は，妥

当である。 

第２ 事案の概要 

 本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が平成２９年３月９日付けで原判断を行ったところ，取扱

要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定める

諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

１ 旧司法試験の場合，昭和５６年度から平成２２年度までの短答式試験，論文

式試験及び口述試験の得点分布がインターネット上で公表されており，「旧司

法試験 成績分布」等のキーワードで検索すれば容易に発見することができる

し，新司法試験の場合，法務省のホームページにおいて詳細な得点分布が公表

されている。それにもかかわらず，適正な司法試験事務の遂行に何らの支障も

生じていないことからすれば，本件各対象文書の不開示部分は，行政機関の保

有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）５条６号に規定する不

開示情報に相当しない。 

２ 論文試験（小論文），専門試験（記述式），政策論文試験（記述式）及び人
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物試験についても，受験者ごとに得点を付けて合否の判定をしている以上，得

点分布が分かる文書は当然に作成されているといえる。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

１ 本件各対象文書のうち原判断において不開示とされた部分（以下「本件不開

示部分」という。）には，各試験種目における得点別の受験者数，積算数及び

割合が記載されている。 

裁判所職員の採用試験においては，合格者決定方法の一つとして，当該試験

種目において最低限必要な一定の素点を下限の得点とし，下限の得点に達しな

い試験種目が一つでも存在する者については不合格としている。そのため，各

得点の人数が開示されると，下限の得点の人数とその付近の得点の人数の多寡

を比較して，下限の得点の決定が不適当だったのではないかと主張したり，試

験の種類ごとに下限の得点以上の人数及び割合等並びに平均点以上の人数及び

割合等を分析し，試験の種類間で比較して，下限の得点が高すぎるなどと主張

したりすることが可能になる。 

したがって，本件不開示部分が開示されると，裁判所への質問，照会，中傷

等が増加し，試験業務に支障が生じるおそれがあるほか，後日の照会等へのお

それや煩わしさから，適正な合否判定が困難になり，適正な試験事務の遂行に

支障を及ぼすおそれがある。 

２ 最高裁判所では，本件各対象文書以外に，本件開示申出文書に該当する文書

を作成し，又は取得していない。 

第５ 調査審議の経過 

 当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

① 平成２９年４月７日   諮問の受理 

② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

③ 同月１３日       苦情申出人から意見書及び資料を収受 

④ 同年５月１９日     本件各対象文書の見分及び審議 
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⑤ 同年６月９日      審議 

⑥ 同年７月２１日     審議 

第６ 委員会の判断の理由 

１ 本件各対象文書を見分した結果によれば，本件不開示部分には，第１次試験

の各試験種目における得点別の受験者数，積算数及び割合が記載されているこ

とが認められる。 

 また，当委員会庶務を通じて確認した結果によれば，苦情申出人が挙げる司

法試験については得点分布が公表されているものの，その他の資格試験や国家

公務員等の採用試験については必ずしも得点分布が公表されておらず，試験に

よって公表される事項等が異なる状況にあると認められる。 

 そこで最高裁判所事務総長の上記説明の内容につき検討すると，試験に関し

て公表される事項等については，試験ごとに公表に伴う種々の影響等を考慮し

て定められている現状にあると考えられ，裁判所職員の採用試験においては，

合格者決定方法の一つとして試験種目ごとに下限の得点を定めているため，本

件不開示部分が開示されると，裁判所への質問，照会，中傷等が増加し，試験

業務に支障が生じるおそれがあるほか，後日の照会等へのおそれや煩わしさか

ら，適正な合否判定が困難になるという上記説明の内容が不合理とはいえない。 

したがって，本件不開示部分について，適正な試験事務の遂行に支障を及ぼ

すおそれがあり，法５条６号に規定する不開示情報に相当すると認められる。 

２ 苦情申出人は，論文試験（小論文），専門試験（記述式），政策論文試験

（記述式）及び人物試験についても，得点分布が分かる文書は当然に作成され

ていると主張する。しかし，開示された本件各対象文書は，第１次試験の得点

分布を記載した文書であるところ，苦情申出人のいう第２次試験及び第３次試

験については，これらの試験の方式等を考慮するならば，直ちに得点分布が分

かる文書を作成する必要があるとはいえず，これらの試験について得点分布が

分かる文書を作成していないという最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不
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合理とはいえない。そのほか，最高裁判所において，本件各対象文書以外に本

件開示申出文書に該当する文書を保有していることをうかがわせる事情は認め

られない。 

 したがって，最高裁判所において本件各対象文書以外に本件開示申出文書に

該当する文書を保有していないと認められる。 

３ 以上のとおりであるから，原判断については，本件不開示部分が法５条６号

に規定する不開示情報に相当すると認められ，最高裁判所において本件各対象

文書以外に本件開示申出文書に該当する文書を保有していないと認められるか

ら，妥当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 

 

              委 員 長    髙  橋     滋 

 

              委   員    久  保     潔 

 

              委   員    門  口  正  人 
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別紙 

１ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（ＡＸ） 

２ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（ＡＸ特例あり，ＢＸ，Ｃ） 

３ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（ＢＸ） 

４ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（Ｃ） 

５ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（ＡＹ） 

６ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（ＢＹ） 

７ 平成２８年度基礎能力試験得点度数分布表（Ｄ） 

８ 平成２８年度専門試験得点度数分布表（ＡＸ） 

９ 平成２８年度専門試験得点度数分布表（ＡＸ，ＢＸ） 

１０ 平成２８年度専門試験得点度数分布表（ＡＸ，ＢＸ，Ｃ） 

１１ 平成２８年度専門試験得点度数分布表（ＢＸ） 

１２ 平成２８年度専門試験得点度数分布表（Ｃ） 


